
企画提案書

項目

１－（１）－ ① 21 13 16

１－（１）－ ② 70 52 36

２－（１）－ ①
条例等の記載に従って、採算性と利
用者に配慮した利用規則と利用料金
の設定がなされているか。

21 17 14

１－（２）－
 ①、②

利用者の誘致・拡大について、有効
な取り組みが行われるか。 21 20 11

１－（２）－ ③
利用者の要望・意見への対応策や苦
情の処理体制が確立されているか。 70 37 47

１－（３）－ ①
セルフモニタリングによるサービス
の維持向上の取り組みが行われる
か。

21 14 17

１－（４）
既設保育所において第三者評価を受
審しているか。 21 20 18

２－（１）－ ①
募集要項に示す基準を満たしている
か。基準を超える内容の場合は加
点。

21 15 14

２－（１）－ ②
－１

募集要項「３．運営にあたっての条
件」を十分に把握した提案がなされ
ているか。

21 15 15

２－（１）－ ②
－２

民間のノウハウを活かした利用者の
満足度を高める具体的な方策がある
か。また、利用者にとって利用しや
すい環境を提供するための方策があ
るか。

70 51 35

募集要項に沿った魅力的かつ目的が
明確な事業が具体的に計画されてい
るか。

70 59 45

法人の特性や実績、職員の経験、業
務に必要な能力、ネットワークなど
を活かした有効な体制がとられてい
るか。
定員以上の人数を受け入れるための
職員体制がとられているか。

70 53 43

２－（２）
魅力的かつ効果的な自主事業が企画
されているか。 21 19 19

２－（３）

子育て支援の拠点としての施設を市
民に広く周知するために、魅力的か
つ効果的なPR方法が企画されている
か。

21 22 10

大和市公私連携保育法人選考に係る評価詳細

１．施設を利用する者
に対し、平等な利用の
確保及びサービスの向
上が図られているもの
であること

利用条件、利用の承認・不承認や、
承認の取り消しの考え方が妥当なも
のか。
園規則が妥当なものか。

２．施設の効用を最大
限に発揮するものであ
ること ２－（１）－ ②

－３
（表１と表２を
添付）

法人Ａ 法人Ｂ選考基準 評価基準 配点
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企画提案書

項目

３－（１）－ ①
施設の保全に関する考え方は適切
か。 21 14 14

事故防止策などの安全管理や緊急時
の対策が講じられているか。 70 40 36

防犯防災対策が講じられているか。 21 16 17

３－（１）－ ③
環境への配慮と経費低減への取り組
みが適切であるか。 21 13 13

３－（２）－ ① 21 12 13

３－（２）－ ② 21 12 13

４－（１）－ ①
運営法人として安定した管理運営を
行える組織体制となっているか。 21 18 13

４－（１）－ ②
特別な支援が必要な児童、や医療的
ケア児の受け入れ、障害児保育など
の実績はあるか。

70 61 40

４－（１）－ ③
監査の結果、指摘があるか、あって
も軽微なものであるか。 21 15 15

４－（１）－ ④
配置職員の育成のための取り組みが
なされているか。 70 52 38

※募集要項に定める
提出書類のうち、経
営状況に関わる書類
により審査します。

運営法人として安定した管理運営を
行える経営状況となっているか。 70 40 47

５－（１）－ ①

個人情報の保護について、本市の個
人情報保護条例及び個人情報取扱特
記事項に則り、適切な措置が図られ
ているか。

21 15 15

５－（１）－ ②

個人情報の開示請求について、本市
の個人情報保護条例及び個人情報取
扱特記事項に則り、適切な措置が図
られているか。

21 15 15

５－（１）－ ③
文書の分類、作成、保存及び廃棄そ
の他文書管理に関する必要な措置が
図られているか。

21 15 15

５－（２）
地域との連携を適切に図ることが可
能か。 21 19 12

保育内容に関すること 70 44 34

保育内容以外に関すること 70 39 26

1190 847 716

■　上記の結果、次のとおりとなりました。

  　候補者 ： 社会福祉法人　県央福祉会

合　　計

５．前各号に掲げるも
ののほか、市長が別に
定める基準

その他、法人に
対するヒアリン
グ等から運営法
人として適当
か。

配点

３．施設の適切な維持
及び管理並びに管理に
係る経費の縮減が図ら
れるものであること

３－（１）－ ②

必要な経費がすべて計上され、経費
の節減及び増収に向けた工夫がある
か。

４．施設の管理を安定
して行う人員、資産そ
の他の経営の規模及び
能力を有していること
又は確保できる見込み
があること

選考基準 評価基準 法人Ａ 法人Ｂ
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